
特集  「対応」から「活用」へ 新・大学設置基準

何をすべきか？

　
　教
職
協
働
を
実
質
化
す
る
こ
と
。

　「学
生
の
厚
生
補
導
の
拡
充
や
社
会

と
連
携
す
る
教
育
等
が
求
め
ら
れ
る

中
、
こ
れ
ら
を
担
う
事
務
組
織
の
役
割

が
大
き
く
な
り
、
教
員
と
職
員
が
協
働

し
て
大
学
の
組
織
機
能
を
高
め
て
い
く

こ
と
が
不
可
欠
に
な
っ
て
い
る
。
そ
の

た
め
、
教
員
、
職
員
別
々
に
規
定
し
て

い
た
も
の
を
一
体
化
し
た
」（
文
科
省
）

の
が
、
教
育
研
究
実
施
組
織
だ
。
職
員

出
身
で
、
大
阪
電
気
通
信
大
学
の
学
長

を
務
め
る
塩
田
氏
に
よ
る
と
、「
こ
の

10
年
の
中
教
審
の
流
れ
か
ら
す
る
と
、

教
職
協
働
を
実
質
化
す
る
と
い
う
こ
と

だ
ろ
う
。
職
員
の
位
置
付
け
が
高
め
ら

れ
た
と
理
解
し
て
い
る
。
職
員
は
運
営

の
主
体
で
あ
る
こ
と
を
自
覚
し
、
業
務

水
準
を
上
げ
て
い
く
必
要
も
あ
る
」。

実
際
に
新
基
準
で
は
、
教
職
協
働
を
前

提
に
、
学
内
の
体
制
や
、
教
員
、
職
員

の
役
割
を
見
直
す
よ
う
求
め
て
い
る
。

　○
○
部
、○
○
委
員
会
の
よ
う
な
組

織
（O

rganization

）
の
設
置
で
は
な

く
、
教
育
研
究
を
行
う
大
学
全
体
の
体

制
、
し
く
み
（System

）
の
整
備
を
求

め
て
い
る
点
に
注
意
し
よ
う【
図
表
２
】。

　
　体
制
を
見
直
し
て
教
職
協
働
の
実

質
化
を
図
り
、規
程
上
に
明
文
化
す
る
。

　す
で
に
教
職
協
働
に
よ
る
大
学
運
営

が
円
滑
に
な
さ
れ
て
い
る
な
ら
、
新
た

な
施
策
は
必
要
な
い
。
だ
が
、
教
員
と

職
員
間
に
分
断
が
あ
っ
た
り
、
職
員
が

意
思
決
定
の
一
票
を
持
っ
て
い
な
か
っ

た
り
す
る
大
学
は
、【
図
表
１
】に
示
す

よ
う
に
、
教
育
研
究
活
動
、
学
生
の
厚

生
補
導
、
大
学
運
営
の
そ
れ
ぞ
れ
に
つ

い
て
、
教
職
員
の
配
置
、
役
割
が
組
織

的
か
つ
効
果
的
に
な
っ
て
い
る
か
を
見

直
そ
う
。
そ
の
う
え
で
、
改
め
る
べ
き

点
や
、
明
文
化
さ
れ
て
い
な
い
点
が
見

つ
か
れ
ば
、
学
内
規
程
に
反
映
す
る
。

　現
段
階
で
の
大
学
の
取
り
組
み
例
や

識
者
の
見
解
を
、【
図
表
３
】に
挙
げ
た
。

こ
の
改
正
は
「
自
学
の
運
営
上
の
課
題

を
解
決
す
る
ト
リ
ガ
ー
に
な
り
得
る
」

（
宮
林
氏
）
が
、
篠
田
氏
の
指
摘
の
と

お
り
、
多
く
の
大
学
の
意
思
決
定
は
教

員
が
優
位
で
あ
る
た
め
、
職
員
の
役
割

の
明
確
化
と
権
限
移
譲
、
大
学
運
営
に

関
す
る
意
思
決
定
へ
の
参
画
が
ポ
イ
ン

ト
だ
ろ
う
。「
各
業
務
の
リ
ー
ダ
ー
は

教
職
の
区
別
な
く
選
出
す
る
ほ
か
、
重

要
事
項
の
審
議
は
、
全
ス
タ
ッ
フ
が
参

加
す
る
会
議
で
検
討
」（
共
愛
学
園
前

橋
国
際
大
学
）、「
従
来
、
教
員
が
各
分

掌
の
長
だ
っ
た
の
を
改
め
て
職
員
の
長

も
設
け
、
意
思
決
定
会
議
に
も
職
員
が

参
画
」（
桐
蔭
横
浜
大
学
）、「
施
策
の

立
案
補
佐
、
遂
行
指
示
を
専
門
と
す
る

事
務
組
織
を
設
置
」（
京
都
橘
大
学
）

な
ど
の
取
り
組
み
が
参
考
に
な
る
。
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＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を参考にBetween編集部にて作成

＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を基にBetween編集部で作成

第７条（要旨）
大学は、教育研究上の目的を達成するため、必要な
教員及び事務職員等からなる教育研究実施組織を
編制する。編制にあたっては、教員及び事務職員等
相互の役割分担の下での協働や連携体制を確保
し、責任の所在を明確にする。課外活動や進路選択
等の学生指導、人事や広報等の大学運営業務に、
専属の教員又は事務職員等を置く組織を設ける｡

旧第41条は削除

改正後

【図表1】「教育研究実施組織」規定の経緯と大学がすべきこと【図表3】各大学や大学関係者の教育研究実施組織に対する考え・取り組み例

改正前 審議まとめでの提言

第７条（要旨）
大学は、教育研究上の目的を達成す
るため、必要な教員を置く。教員の役
割分担の下で連携体制を確保し、責
任の所在が明確になるように教員組
織を編制する。

第41条（要旨）
大学は、その事務を遂行するため、専
任の職員を置く事務組織を設ける。

教
育
研
究
実
施
組
織
と
は
？

□大学運営に係る企画立
案、学外連携、人事、総
務、財務、広報、情報シス
テム、施設・設備の整備な
どの業務を行う専属の教
員又は事務職員を置く。

□学生の課外活動、修
学、進路選択、心身の健
康に関する指導・援助等
の厚生補導を行うために、
専属の教員又は事務職
員を置く。

□教員と事務職員のそれ
ぞれの役割と責任を明確
にし、連携体制をとる。

□教育研究は、教員だけ
でなく「教員＋職員」での
編制にて、実施する。

分散して規定されてい
る、教員や事務職員、
各種組織に関する規
定を、一体的に再整理
することなどが提言さ
れた。

【図表2】

「教育研究実施組織」
等の改正による
大学の組織イメージ

大学本部

厚生補導の機能は「課外活動、修学、進
路選択及び心身の健康に関する指導及び援
助等」。事務職員だけではなく教員も関わるこ
ともあることを明確化している。

事務職員等 事務職員等 教員

学部
事務職員等 教員

学部
教員 教員

学生支援部
事務職員等 教員

「専任の職員」→「専属の教員・事務職員等」と法令上の
用語は変わるが、それぞれの機能・役割を担う教職員を置く
という従前の趣旨は変わらない。

今日の大学の事務組織の役割は、
・教育研究実施組織および厚生補導の組織の円滑かつ効果的な業務の遂行のための支援
・大学運営に係る企画立案  ・大学以外の者との連携（地域連携含む）
・人事、総務、財務、広報、情報システム、施設設備整備  など多岐にわたり、教育研究活動に密接に関連。

教育研究実施組織に関わる取り組み例

教育研究実施組織に対する考え

大学

大学関係者

共愛学園前橋
国際大学
（P.12）

神田外語大学
（P.13）

大阪電気通信
大学
（P.15）

桐蔭横浜大学
（P.36～37）

京都橘大学
（P.38～39）

宮林 常崇
（P.3～5）

篠田 道夫
（P.16～17）

　新しい組織を設置せよという趣旨ではないので、すで
に教職一体のガバナンスが確立している本学において
は、学内規程を整備するだけでよいと考えている。
 教職協働の一例が、大学運営の方向性など最重要事
項を審議する会議体であるスタッフ会議。教員、職員、嘱

託スタッフ・委託スタッフなど、大学運営に関わる全人員
が参加し、役職混合のグループに分かれて重要案件を
討論する。また、学生、教務、就職、入試などの業務は教
員、職員一体の「センター」「グループ」という組織単位で
担い、リーダーも教員、職員の区別なく選出している。

　大学運営に関して、本学は伝統的に経営陣や職員が
経営の意思決定を行ってきた。例えば、中期経営計画の
策定は法人が担うため、教員に計画が十分に浸透して
いなかった。私学法改正を機に教職協働で進める体制
に改め、教員の大学運営への参画を推進している。

　新体制では副学長と学長補佐（教員各３人）の役割分
担を明確にし、新たに設置した「執行部会議」で、大学運
営について学長の諮問に応じるものとした。また、教授会
をはじめ、教員が参加する各種会議の機能と位置付けを
明確にし、教員の意思を大学運営に反映させている。

　求められているのは教職協働の実質化だ。職員も大
学運営の主体であるという自覚を高める必要がある。本
学では、まず、採用活動の時点で、経営人材としての職
員像を明確にして募集。入職後は定期的に上長との面
談を実施し、本人が設定した目標に応じて育成や評価を

行うようにしている。重要な改革案件を30代の若手職員
に任せるなど、運営の要に職員を配置するケースも増え
ている。教員とのコミュニケーションを活性化させようと、
2022年に竣工した新棟では、壁のない各フロアに全研
究室と全事務組織を集めた。

　職員がカリキュラムのたたき台をつくり、教員がもむとい
うように、教育においても教職協働が当たり前になってい
る。現状、特別な規程がない状態でうまくいっているだけ
に、教員、職員の役割をあえて明文化すると良好なバラン
スが崩れる懸念があり、規程の作成は慎重に行いたい。

　現体制の基礎ができたのは2005年。それまで、改革の
議論は諮問機関が行っていたが、これを学長主催の委員
会が行う形に変更。併せて事務局も、改革の政策を各部
署がバラバラに受け持っていた体制を改め、統合的に政
策を担う部署として企画部門と広報部門を独立させた。

　教職協働の実質化を促すこの改正は、自学の運営上
の課題を解決するトリガーになり得るだろう。「教員、職員
間の関係における課題を洗い出し、対応策を検討する」と
いう取り組みに、学内を巻き込むきっかけとして使える。改
正から時間が経ってしまうと、きっかけとしての効力が弱く

なってしまうので、使うのであれば早いほうがいいだろう。
　学内規程にどのような文言を記せば「教員と職員の関
係を一体的に規定」したことになるのかに迷う場合は、す
でに対応している他大学の学則等は参考になる。将来
的には、認証評価の結果も参考になるだろう。

　現場で教育実務、学修支援を担う職員の実行力なし
には教育や大学改革は進まない。職員の教育参画が法
令に明記されたことは、教員のみによる教学運営からの
転換につながる歴史的な変化だと言える。
　この変化を前に各大学が試されているのは、ガバナン

ス力だ。「教職協働」が当たり前になった今でも、職員が
教育や大学運営に提案・意見を十分に言えない大学も
ある。実際に職員に権限を与え、意思決定に参画させる
組織改革を断行できるか、勝負どころを迎えている。トッ
プや幹部のリーダーシップが問われる。

　学務部、学生部といった各部署のあり方を、教員を長と
する分掌体制から、教員と職員それぞれを長とするセクショ
ン体制に改めた。これにより、各部署の代表が参加する意
思決定の会議に職員も参加。現在は、職員が教員の指示
を待たずに動けるように、意識改革を促している。

　設置基準では、学生の厚生補導を組織的に行うよう求
めている。2023年度から本格実施している準正課の「Ｃ
ＡＮＤＬＥプログラム」は、学生が職員と協働して大学の課
題解決に向けた「業務」に取り組むもの。学生の成長機
会であると同時に、職員が教育に参画する機会でもある。

A Q.

狙
い
は
何
か
？

A Q.

何
を
す
れ
ば
い
い
？
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＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を参考にBetween編集部にて作成

＊文部科学省「令和４年度大学設置基準等の改正について～学修者本位の大学教育の実現に向けて～」（2022年）を基にBetween編集部で作成

第７条（要旨）
大学は、教育研究上の目的を達成するため、必要な
教員及び事務職員等からなる教育研究実施組織を
編制する。編制にあたっては、教員及び事務職員等
相互の役割分担の下での協働や連携体制を確保
し、責任の所在を明確にする。課外活動や進路選択
等の学生指導、人事や広報等の大学運営業務に、
専属の教員又は事務職員等を置く組織を設ける｡

旧第41条は削除

改正後

【図表1】「教育研究実施組織」規定の経緯と大学がすべきこと【図表3】各大学や大学関係者の教育研究実施組織に対する考え・取り組み例

改正前 審議まとめでの提言

第７条（要旨）
大学は、教育研究上の目的を達成す
るため、必要な教員を置く。教員の役
割分担の下で連携体制を確保し、責
任の所在が明確になるように教員組
織を編制する。

第41条（要旨）
大学は、その事務を遂行するため、専
任の職員を置く事務組織を設ける。

教
育
研
究
実
施
組
織
と
は
？

□大学運営に係る企画立
案、学外連携、人事、総
務、財務、広報、情報シス
テム、施設・設備の整備な
どの業務を行う専属の教
員又は事務職員を置く。

□学生の課外活動、修
学、進路選択、心身の健
康に関する指導・援助等
の厚生補導を行うために、
専属の教員又は事務職
員を置く。

□教員と事務職員のそれ
ぞれの役割と責任を明確
にし、連携体制をとる。

□教育研究は、教員だけ
でなく「教員＋職員」での
編制にて、実施する。

分散して規定されてい
る、教員や事務職員、
各種組織に関する規
定を、一体的に再整理
することなどが提言さ
れた。

【図表2】

「教育研究実施組織」
等の改正による
大学の組織イメージ

大学本部

厚生補導の機能は「課外活動、修学、進
路選択及び心身の健康に関する指導及び援
助等」。事務職員だけではなく教員も関わるこ
ともあることを明確化している。

事務職員等 事務職員等 教員

学部
事務職員等 教員

学部
教員 教員

学生支援部
事務職員等 教員

「専任の職員」→「専属の教員・事務職員等」と法令上の
用語は変わるが、それぞれの機能・役割を担う教職員を置く
という従前の趣旨は変わらない。

今日の大学の事務組織の役割は、
・教育研究実施組織および厚生補導の組織の円滑かつ効果的な業務の遂行のための支援
・大学運営に係る企画立案  ・大学以外の者との連携（地域連携含む）
・人事、総務、財務、広報、情報システム、施設設備整備  など多岐にわたり、教育研究活動に密接に関連。

教育研究実施組織に関わる取り組み例

教育研究実施組織に対する考え

大学

大学関係者

共愛学園前橋
国際大学
（P.12）

神田外語大学
（P.13）

大阪電気通信
大学
（P.15）

桐蔭横浜大学
（P.36～37）

京都橘大学
（P.38～39）

宮林 常崇
（P.3～5）

篠田 道夫
（P.16～17）

　新しい組織を設置せよという趣旨ではないので、すで
に教職一体のガバナンスが確立している本学において
は、学内規程を整備するだけでよいと考えている。
 教職協働の一例が、大学運営の方向性など最重要事
項を審議する会議体であるスタッフ会議。教員、職員、嘱

託スタッフ・委託スタッフなど、大学運営に関わる全人員
が参加し、役職混合のグループに分かれて重要案件を
討論する。また、学生、教務、就職、入試などの業務は教
員、職員一体の「センター」「グループ」という組織単位で
担い、リーダーも教員、職員の区別なく選出している。

　大学運営に関して、本学は伝統的に経営陣や職員が
経営の意思決定を行ってきた。例えば、中期経営計画の
策定は法人が担うため、教員に計画が十分に浸透して
いなかった。私学法改正を機に教職協働で進める体制
に改め、教員の大学運営への参画を推進している。

　新体制では副学長と学長補佐（教員各３人）の役割分
担を明確にし、新たに設置した「執行部会議」で、大学運
営について学長の諮問に応じるものとした。また、教授会
をはじめ、教員が参加する各種会議の機能と位置付けを
明確にし、教員の意思を大学運営に反映させている。

　求められているのは教職協働の実質化だ。職員も大
学運営の主体であるという自覚を高める必要がある。本
学では、まず、採用活動の時点で、経営人材としての職
員像を明確にして募集。入職後は定期的に上長との面
談を実施し、本人が設定した目標に応じて育成や評価を

行うようにしている。重要な改革案件を30代の若手職員
に任せるなど、運営の要に職員を配置するケースも増え
ている。教員とのコミュニケーションを活性化させようと、
2022年に竣工した新棟では、壁のない各フロアに全研
究室と全事務組織を集めた。

　職員がカリキュラムのたたき台をつくり、教員がもむとい
うように、教育においても教職協働が当たり前になってい
る。現状、特別な規程がない状態でうまくいっているだけ
に、教員、職員の役割をあえて明文化すると良好なバラン
スが崩れる懸念があり、規程の作成は慎重に行いたい。

　現体制の基礎ができたのは2005年。それまで、改革の
議論は諮問機関が行っていたが、これを学長主催の委員
会が行う形に変更。併せて事務局も、改革の政策を各部
署がバラバラに受け持っていた体制を改め、統合的に政
策を担う部署として企画部門と広報部門を独立させた。

　教職協働の実質化を促すこの改正は、自学の運営上
の課題を解決するトリガーになり得るだろう。「教員、職員
間の関係における課題を洗い出し、対応策を検討する」と
いう取り組みに、学内を巻き込むきっかけとして使える。改
正から時間が経ってしまうと、きっかけとしての効力が弱く

なってしまうので、使うのであれば早いほうがいいだろう。
　学内規程にどのような文言を記せば「教員と職員の関
係を一体的に規定」したことになるのかに迷う場合は、す
でに対応している他大学の学則等は参考になる。将来
的には、認証評価の結果も参考になるだろう。

　現場で教育実務、学修支援を担う職員の実行力なし
には教育や大学改革は進まない。職員の教育参画が法
令に明記されたことは、教員のみによる教学運営からの
転換につながる歴史的な変化だと言える。
　この変化を前に各大学が試されているのは、ガバナン

ス力だ。「教職協働」が当たり前になった今でも、職員が
教育や大学運営に提案・意見を十分に言えない大学も
ある。実際に職員に権限を与え、意思決定に参画させる
組織改革を断行できるか、勝負どころを迎えている。トッ
プや幹部のリーダーシップが問われる。

　学務部、学生部といった各部署のあり方を、教員を長と
する分掌体制から、教員と職員それぞれを長とするセクショ
ン体制に改めた。これにより、各部署の代表が参加する意
思決定の会議に職員も参加。現在は、職員が教員の指示
を待たずに動けるように、意識改革を促している。

　設置基準では、学生の厚生補導を組織的に行うよう求
めている。2023年度から本格実施している準正課の「Ｃ
ＡＮＤＬＥプログラム」は、学生が職員と協働して大学の課
題解決に向けた「業務」に取り組むもの。学生の成長機
会であると同時に、職員が教育に参画する機会でもある。

A Q.

狙
い
は
何
か
？

A Q.

何
を
す
れ
ば
い
い
？

B1244290-P24-25.indd   25B1244290-P24-25.indd   25 2024/03/04   11:362024/03/04   11:36


